
２０２５年度の最低賃金が決まりました。この最低賃金は、各都道府県ごとに

決めることになりますが、全国加重平均で、過去最高の時給１,１２１円になる

ようです。

現在の１,０５５円から６６円増え、過去最大の引き上げ額となります。とくに

人口が減少する各地域で、人手を確保するための競争が生まれ、国の「目安」を

上回る平均賃金の上昇をしたところが、３９道府県にもなりました。

最低賃金は企業が従業員に

払わなければならない最低限の

給与水準で、違反する事業者

には罰則があります。

大幅な引き上げは雇用者の

平均賃金を押し上げる効果が

ありますが、賃上余力の少ない

中小零細企業においては、

企業経営をかなり圧迫すること

にもなりそうです。

今回の改定においては、初めて

４７都道府県全てで１,０００円を

超えることになります。東京の

１,２２６円が最も高く、最も低い

のは、１,０２３円の高知、宮崎、

沖縄となっています。最高額に

対する最低額の割合は８３.４％と

１１年連続で改善しています。

この最低賃金は、各都道府県で

決めるのに先立って、厚労省の

中央最低賃金審議会が８月に

目安を示しています。地域に

よって上げ幅は６３～６４円、

全国平均は１,１１８円を想定して

いましたが、各地域で決定された金額の平均は、国の目安をさらに３円上回った１,１２１円となっています。

最大の引き上げ幅となったのは熊本です。国の目安である６４円に対して、さらに１８円を上乗せした８２円としています。

国の目安を上回る引き上げ額は、最低賃金を時給換算で示すようになった２００２年度以降では、２０２４年度の徳島に

次いで２番目に大きい金額です。また、地域間で競う傾向も強まっています。隣県との賃金格差は、人口流出を招き

かねないため、大幅な増額の背景にはそうした判断もあるようです。

この新たな最低賃金の発効日は、例年であれば２０２５年１０月からとなることが多い

のですが、今回は、あえて遅らせる地域が相次いでいます。秋田や群馬は２０２６年３月を

予定しており、最低賃金の大幅引き上げ後、すぐに年末を迎えてしまうと、いわゆる

「年収の壁」を意識した就業調整に対応できないためのようです。

最低賃金に近い時給で働く人は、６６０万人ほどとみられています。中小・零細企業は

人件費の急増で利益が圧迫される可能性があり、企業の新陳代謝が進む半面、

優れた技術を持つ中小が人材採用で行き詰まるリスクもあるのではないでしょうか。
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最新情報は
ＡＳＡＫのX（旧ツイッター）も
ご利用ください！

随時更新しますので
フォローして下さい！

全都道府県の最低賃金額

（日本経済新聞より抜粋）



２０２５年度税制改正後の所得税（２０２５年分以後）と個人住民税（２０２６年度分以後）の両方が課税されない非課税

ラインは、所得が給与所得のみである人を前提とした場合、原則として、年収１１０万円となります。

詳細は下記の表をご参照いただき、ご不明な点はお問い合わせください。

［出典］総務省「地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律の概要」
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２０２５年度税制改正による非課税ラインの変動

◆ 賃上げが中小を圧迫、人手不足要因による倒産が最多

２０２５年上期（１～６月）の倒産件数（負債額１,０００万円以上）が、

前年同期比で１％増の４,９００件だったと東京商工リサーチが発表

しました。大企業が高い賃上げ率を維持するなかで、中小企業は

人材の流出や労務費の増加が痛手となって、人手不足を理由とした

倒産が過去最多になりました。

倒産件数全体は、上半期としては２０１４年来、１１年ぶりの高水準に

達しています。

上半期の倒産件数としては、３年連続で４,０００件台となっています。

また、負債が１億円未満の小粒倒産の割合が７７％となっており、

これは過去３０年で最も高かったようです。一方、小規模な倒産が

多かったため、負債総額は４％減の６,９０２億円にとどまっています。

全体の倒産のうち、従業員が１０人未満の企業の倒産が、全体の

９０％を占め、とりわけ５人未満の零細企業が３,８１３件と全体の７６％

にもなり、いかに中小零細企業の経営が圧迫されているかが伺えます。

倒産理由の内訳をみると、人手不足関連は１７２件で、上半期として

過去最多となっています。大企業が積極的に賃上げを進めるなか、

防衛的な賃上げなどを実施する中小企業が多く、経営を圧迫した

ようです。また、待遇格差による人材流出も相次ぎ、生産機会の損失

なども倒産に拍車をかけているようです。

２０２５年上半期は、倒産件数が１１年ぶりの高水準

所得税
（２０２５年分所得から適用）

個人住民税
（２０２５年分所得に係る２０２６年度分から適用）



Ｉｎｓｉｇｈｔ Review

－３－

２０２４年度 国税の滞納額が約１兆円
◆ 消費税滞納が過半

国税庁が発表した租税滞納状況によると、国に納める税の滞納が増えているようです。２０２４年度に

新たに発生した滞納額は前年度比で２４％増の９,９２５億円で、２１年ぶりの高水準となったようです。

物価高で企業の資金繰りが悪化し、消費税や法人税の納付が滞ったからです。

滞納額は、今後さらに増える恐れがあり、２０２４年度の新規滞納額は２年連続で増え、バブル期直後を

ピークに減少傾向でしたが、新型コロナウイルス禍以降は増加基調に転じており、コロナ禍前の２０１９年度

と比べると１.８倍に膨らんでいます。

２０２４年度の新規滞納額で最も大きいのが、消費税で２１％増の５,２９８億円と全体の半分を占めています。ほかには、

所得税は１４％増の２,３４３億円、法人税は６３％増の１,６２７億円となっています。

これは、滞納分を回収し終えたり、回収不能で処理したりした金額は、全体で９,４８８億円あり、２４％増えているのですが、

新たに発生した滞納金額の方が大きいため、年度末時点の滞納残高は９,７１４億円と５％増加しています。この残高が

増えたのは５年連続で、景気の悪化傾向が如実にあらわれています。

◆ 滞納者の多くは中小企業

国税庁は滞納者の属性などを明らかにしてはいませんが、その多くが中小企業とみられています。消費税の新規滞納の

発生件数は６４万件で、１件あたりの滞納額は平均約８３万円となっています。この数字から推察すると、売り上げ規模の

小さい事業者が中心であることがわかります。

税金の滞納が増えた背景には、物価高による仕入費用や人件費の上昇で、中小企業の資金繰りが悪化したことがあると

考えられます。ただし、２０２４年度の課税額に対する新規滞納の発生割合そのものは、１.２％であり、前年度から０.２ポイント

上昇はしましたが、ほとんどの個人や企業は期限内に納税されています。

なお、災害や病気などで資金を確保できない場合、原則１年以内に限って納税を猶予する制度がありますが、猶予期間中は

滞納扱いにはならないので、この統計上の数字には、反映されていません。

昨今の物価高やトランプ米政権の関税措置などで、企業の経営環境はより一層厳しくなっています。今後、資金繰りが

悪化した企業による税の滞納はさらに増える恐れもあります。税金の滞納があると、金融機関からの融資を受けられないなど

事業上の制約も大きくなるので、注意が必要です。
単位：億円、％

米リーマン・ショックや東日本大震災の影響が尾を引いた１１年前の２０１４年の上半期は、倒産件数が５,０７３件と

５,０００件を超えていましたが、当時は人手不足を理由とした倒産は、全体の０.５％ほどの２６件しかありませんでした。

ところが、昨年の２０２４年の上半期以降は、１００件を上回るようになっているのです。

人手不足の影響が大きいのが、運送業や人材派遣といった「労働集約型」産業です。帝国データバンクによると、

２０２５年度に省人化につながるデジタル投資を予定する中小企業は、全体の２９％と投資余力のある大企業の４８％より

少なくなっています。また、長期化する物価高で消費者に節約志向が広がったことも小売業やサービス業の経営を圧迫

しているようです。



世の中の物価上昇に伴い、賃上げが続いて

いますが、租税負担率と社会保障負担率を合計

した国民負担率は高止まりしたままで、実質的な

家計収入の増加には結びついていないのが

現状です。

１９７０年に２４.３％だった国民負担率が、

２０２５年には４６.２％にまで上昇し、概ね所得の

半額程度が、税金や社会保険料として徴収されて

いるのです。

とくに社会保険料の負担は増える一方で、

家計の所得に占める負担率は２割超えが続いて

います。こうした状況下で、政府は２０２５年度

予算の審議過程で高額療養費の上限引き上げを凍結しましたが、社会保障の歳出改革が遅れれば、負担は一段と重くなる

恐れがあります。

社会保険料の負担率が高止まりしているのは、最低賃金の上昇などで１０６万円、１３０万円といった『年収の壁』を超えた

人が増えたことも理由のひとつと考えられています。

２０２３〜２０２４年は、２年連続で高水準の賃上げが続いたこともあり、２０２４年７〜９月の家計全体の雇用者報酬は、

２年前比で６.１％、名目所得は６.７％伸びています。ただし、それに対して社会保険料は、６.８％増となっており、所得の

伸びを上回っているのです。

今後も仮に高い賃上げ率が見込まれたとしても、可処分所得が圧迫されれば、消費を通じて経済が拡大する好循環は

おぼつかない状況です。歳出改革を進めるなど、国民負担の低下を進める姿勢が求められているのではないでしょうか。
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試用期間中の解雇における解雇予告の扱い

国民負担率が高止まり、賃上げ分は社会保険料に消失

労働基準法第２０条は、従業員を解雇する場合にはあらかじめ３０日前に解雇予告するか、

あるいは、即日解雇する場合には、平均賃金（※）の３０日分を支払う必要があると定めて

いますが、以下の労働契約形態については、例外として解雇予告が不要とされています。

（ア） 日々雇い入れられる者（１ヶ月を超えれば適用外）

（イ） ２ヶ月以内の期間を定めて雇用される者（引き続き雇用されれば適用外）

（ウ） 季節的業務に４ヶ月以内の期間を定めて雇用される者（同上）

（エ） 試の使用期間中の者（１４日を超えれば適用外）

（※）平均賃金とは過去３ヶ月の給与総額を、その期間の総暦日数で割った金額をいいます。（計算の特例あり）

（※）ただし、（イ）や（ウ）の有期雇用契約の者については、２００８年３月１日施行の労働契約法等に基づき、期間途中

での解雇は高度の合理的理由がない限りできないものと解されています。（これは法的拘束ではありません）

たとえば、あらかじめ１ヶ月の試用期間を設けていた場合でも、以下の２つのケースにより解雇予告が必要か不要かが

分かれることになります。

＜ケース１＞雇い入れ後１４日を経過している場合 ➡ 解雇予告が必要です。

＜ケース２＞雇い入れ後１４日を経過していない場合 ➡ 解雇予告の必要はありません。

「試用期間」ではなく、１ヶ月の雇用契約を行った場合については、１ヶ月経過後に期間満了による自然退職となるため

１ヶ月経過前の契約解除でない限り、解雇予告は不要です。ただし、契約の更新があらかじめ予定されている場合に

ついては解雇予告が必要となる場合がありますので、雇用契約時に契約の更新があるのか無いのか、更新があれば

その有無をいつまでに労働者へ通知するのかを明確にしておく必要があります。

なお「試用期間」も、労働条件の一部であるため、就業規則等に定められている必要があります。その他に「試用期間」が

賞与や退職金の勤続年数に加味されるかどうか、「試用期間」と「本採用」との間での給与等処遇の違いについても事前に

明確にしておく必要があります。

（％）

国民負担率の推移

（年）
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９月度の税務スケジュール

内 容 期 限

８月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額納付 納 期 限 ９月１０日（水）

７月決算法人の確定申告
＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・（法人事業所税）・法人住民税＞

申 告 期 限 ９月３０日（火）

１月、４月、７月、１０月決算法人の３月ごとの期間短縮に係る確定申告
＜消費税・地方消費税＞

法人・個人事業者の１月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・地方消費税＞

１月決算法人の中間申告
＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税＞(半期分)

消費税の年税額が４００万円超の１月、４月、１０月決算法人の３月ごとの中間申告
＜消費税・地方消費税＞

消費税の年税額が４,８００万円超の６月、７月決算法人を除く法人・個人事業者の
１月ごとの中間申告(５月決算法人は２ヶ月分)＜消費税・地方消費税＞

仕事と育児の両立支援で１０月から新制度
子育てしながら働く人を支えるため、より柔軟な働き方の整備が求められるようになりました。

10 月施行の改正育児・介護休業法により、事業主には新たに2つの対応が義務付けられます。

◆ 小学校に入る前の子がいる方への対応

３歳から小学校就学前の子どもを養育する従業員が柔軟に働けるように、この１０月より、

以下の対応が事業主の義務となります。

１．次の5つの中から２つ以上の制度を選び、導入する必要があります。

① 始業時刻等の変更 （フレックスタイム制または時差出勤の制度）

② テレワーク等（月10日以上利用できるもの）※

③ 保育施設の設置運営等

④ 養育両立支援休暇の付与（年10日以上取得できるもの）※

⑤ 短時間勤務制度（1日の所定労働時間を原則6 時間とする措置を含むもの）

※ 上記②と④ は、原則時間単位で取得できるようにする必要があります。

２．３歳から小学校就学前の子どもを養育する従業員が、そのうち１つを利用できるように体制を整えます。

３．事業主は上記制度の選択にあたり、従業員の過半数代表者等の意見を聴取する機会を設ける必要があります。

４．子どもが３歳になるまでの適切な時期に、面談等により個別に説明し、制度利用の希望の確認が求められます。

◆ 両立できるよう、一人ひとりに配慮

従業員がそれぞれの事情にあわせて仕事と育児を両立できるように、従業員の意向を聴き、自社の状況に応じて

これに配慮することも、１０月より事業主の義務となります。



本誌の内容に関するご質問やその他ご相談は、下記までお気軽にお問い合わせください。

税理士・行政書士
不動産鑑定士
社会保険労務士

浅岡 和彦
佐々木 勝己
松永 裕美

－６－
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【名古屋オフィス】 〒４６０－００２２

愛知県名古屋市中区金山一丁目４番４号第９タツミビル東棟９階

TEL：０５２－３３１－０１３５ ・ ０１４５ FAX：０５２－３３１－０１６７

https://asaoka-kaikei.com/

【四日市オフィス】 〒５１０－０１０５

三重県四日市市楠町南川８－１

TEL：０５９－３９７－８６５０ FAX：０５９－３９７－８６５１

事務所のご案内

経営に打ち込む

現在、皆様のまわりで下記のような事項で何かとお困りの方がおみえでしたら、

お気軽にご相談ください。

随時、無料相談会を開催しております。なお、完全予約制となっていますので、

必ずご連絡頂きます様よろしくお願いいたします。

・新規にご開業される方、された方（開業支援、税務相談、社会保険相談など）

・現在の顧問先に不満をお持ちの方（税務相談、経営相談、経営診断、事業計画など）

・相続でお困りの方（今後、発生することが予測されるが具体的にどうしたらよいのかわからない方など）

・不動産の有効活用でお悩みの方 など

何でも気軽にご相談ください！

無料相談会実施中！

真の経営者とは、自分の全知全能、全身全霊をかけて

経営を行っている人のことを言います。

どんなに素晴らしい経営手法や経営理論、経営哲学を頭で理解していても、

真の経営者になれるわけではありません。

命をかけるくらいの責任感で毎日を生き、

その姿勢をどのくらいの期間続けてきたかということで、

経営者の真価が決まるのではないかと思います。

経営に対して、自分の全身全霊をかけて打ち込むということは、大変過酷なことです。

もし、そういう打ち込み方をするならば、自分の時間も持てないでしょうし、

体力的にも精神的にも耐えられないような重責が続くでしょう。

しかし、そういう状態を経験し、乗り越えてこなければ、真の経営者としての資質は、

磨かれないのではなかろうかと思います。

世間ではよく、トップとナンバー２との間には、天と地ほどの差があると言われます。

それは、まさに責任を感じて命をかけて仕事をしてきたか、それともサラリーマン的な存在として、

判断をトップに委ねてきたかの違いだろうと思います。

（「心を高める、経営を伸ばす」稲盛和夫著 ＰＨＰ研究所刊）


